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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 

 

 



 
 

 著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

日本産業規格（案）       JIS 
 C 60721-2-6：0000 
 (IEC 60721-2-6：2022) 

環境条件の分類－第 2-6 部：自然環境の条件－地震

の振動及び衝撃 
Classification of environmental conditions－Part 2-6: Environmental conditions in 

nature－Earthquake vibration and shock 
 

序文 

この規格は，2022 年に第 2 版として発行された IEC 60721-2-6 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

1 適用範囲 

この規格は，地震動と衝撃とに関連して自然界に現れる環境条件について規定する。 

その目的は，地震の特性評価のための幾つかの基本的な性質及び強度を，保管及び使用の間に，製品が

ばく露されやすい厳しさの基礎的情報として定義することである。与えられている加速度は，地表面の状

態だけを対象としている。構造に関連する条件に言及しているが，一般の場合の説明に限定している。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 60721-2-6:2022，Classification of environmental conditions－Part 2-6: Environmental conditions in 

nature－Earthquake vibration and shock（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）には適用しない。西暦年の付記がな

い引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 0153 機械振動・衝撃用語 

注記 1 対応国際規格における引用規格：ISO 2041，Mechanical vibration, shock and condition monitoring 
- Vocabulary 

JIS C 60068-3-3:2023 環境試験方法－電気・電子－第 3-3 部：支援文書及び指針－機器の耐震試験方

法 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60068-3-3:2019，Environment testing－Part 3-3: Supporting 
documentation and guidance－Seismic test methods for equipment. 
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3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，JIS B 0153 及び JIS C 60068-3-3 による。 

4 地震の概要 

4.1 一般事項 

地震による影響は，確率過程としてモデル化できる振動であり，製品に影響を与え，様々な方法でスト

レスを与える可能性がある。 

箇条 4 では，地震時の挙動及び地震時の製品の動的な性能に関する情報を提供することを目的としてい

る。与えられた数値は，代表的かつ例示的なものであるが，規格とみなさない方がよい。 

4.2 地震の発生及び伝ぱ（播） 

地震は，地殻の破壊を引き起こすような程度の圧力が蓄積されたときに発生する。これらの不安定性は，

トラフ，海洋海れい（嶺），山脈，火山，海溝，地殻断層などの一連の地質災害に関連して，活発な地震帯

として知られる地域にある。 

突然の破断によって弾性ひずみエネルギーが放出され，震源から異なる速度をもつ次の三つの典型的な

基本波の形で広がる。 

－ 伝ぱ方向に岩盤を圧縮し膨張させる縦体積波 

－ 伝ぱに垂直なゆがみによって岩盤をせん断する横波 

－ 前の二つの組合せであり，表面境界条件に影響される表面波 

4.3 地震挙動 

地震動は，同時だが統計的に独立した水平及び垂直成分によって特徴付けられるランダムな地震動を発

生する。中程度の地震は，15 秒間～30 秒間持続し，激震は，60 秒間～120 秒間持続する。一般に，強く高

い地表加速度をもつ強い部分は，最大 10 秒間持続することがある。典型的な広帯域ランダム運動は，1 Hz
～35 Hz の周波数範囲で最大エネルギーをもち，1 Hz～10 Hz でより多くの被害が発生する。通常，地震動

の垂直成分は，水平成分の 67 ％～100 ％であると想定される。 

注記 最大加速度は，特定の場所での地震の“強さ”を反映するために設計で一般的に使用される。 

4.4 基礎上の製品 

地震動を説明する典型的な広帯域スペクトルは，複数の周波数励起が優勢であることを示している。地

震動（水平及び垂直とも）の特性は，基礎に設置された製品では拡大する可能性がある。任意の与えられ

た地震動に対して，増幅度は，システム（土壌，基礎及び製品）の固有振動数及び減衰のメカニズムに依

存する。 

4.5 建物及び構築物の製品 

地震動は，建築構造物を介在することによって，減衰又は増幅され，変動正弦波を生成する可能性があ

る。建物の床運動を表す典型的な狭帯域スペクトルは，単一振動数の加振が支配的であることを示してい

る。床に据え付けられた製品の動的応答は，システムの減衰及び固有振動数に応じて，最大地表加速度の

何倍もの加速度に達することがある。増幅度及び帯域幅は，それぞれの建物及び製品構造の動的応答特性
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に依存する。1 Hz～10 Hz の範囲の周波数に敏感な製品が，最も影響を受けやすい。 

5 震度階級 

5.1 震度及びマグニチュードの定義 

地震学では，地震は，その震度又はマグニチュードに応じて，様々な尺度を用いて分類される。 

震度階級は，経験的に決定され，地震の影響に応じて震度を分類する。震度階級は，人又は動物が警戒

した程度，並びに様々な種類の構造物又は地形に対する被害の程度及び深刻度のような，観察された揺れ

の影響に基づいている。 

ここでいう震度とは，限られた地域で観察された影響に基づいて，地震の激しさを分類したものと考え

られる。震度階級及び震度の概念は，前世紀を通して進化してきた。影響を階層的分類するだけでなく，

揺れの強度を評価するための大まかな手段を開発する試みが増加しており，少なくともこの目的で使用さ

れてきた。震度は，機器測定のように分析的なものではなく，地震の影響を説明するものである。 

マグニチュードは，地震の震源地で解放される地震エネルギー量に関係する。マグニチュードは，共通

の校正をもつ機器で記録された地震波の振幅に基づいている。したがって，地震の大きさは，機器によっ

て決定された単一の値で表される。 

震度及びマグニチュードは，両方共に，ある種の地表加速度の値にほぼ対応している可能性があるが，

試験値として使用するには限界がある。 

震度階級と製品の加速度レベルとの関係は，次の要因によってだけ近似可能である。 

－ 土壌又は岩石の状態（水の飽和を含む。） 

－ 震源距離 

－ 製品の構造又は地盤の状態 

また，マグニチュードスケールとピーク地表加速度との関係は，次の影響によって制限される。 

－ その場所の土壌又は岩盤 

－ 震源深さ 

－ 地震活動の継続時間 

5.2 震度階級の例 

幾つかの諸国で採用されている様々な震度階級の一覧を表 1 に示している。 

表 1－一部の国・地域の震度階級 

国・地域 使用震度階級 
中国 中国烈度（Liedu）階級（GB/T 17742-2020） 
欧州 ヨーロッパ震度階級（EMS-98） 
香港，中国 修正メルカリ震度階級（MM） 
インド メドヴェーデフ・シュポンホイアー・カルニク

（Medvedev-Sponheuer-Karnik）震度階級 
イスラエル メドヴェーデフ・シュポンホイアー・カルニク

（Medvedev-Sponheuer-Karnik）震度階級（MSK-64） 
日本 気象庁（JMA）震度階級 
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カザフスタン メドヴェーデフ・シュポンホイアー・カルニク

（Medvedev-Sponheuer-Karnik）震度階級（MSK-64） 
フィリピン フィリピン火山地震研究所（PHIVOLCS）震度階級

（PEIS） 
ロシア メドヴェーデフ・シュポンホイアー・カルニク

（Medvedev-Sponheuer-Karnik）震度階級（MSK-64） 
台湾，中国 中央気象局震度階級 
米国 修正メルカリ震度階級（MM） 

ヨーロッパの震度階級 EMS-98 は，地震学者だけで使用するのではなく，技術者と地震学者との間の協

力を促進するために設計された最初の震度階級である。それには，指針，イラスト及び適用例を含む詳細

な説明書が附属している。ヨーロッパの震度階級の簡易版（表 2 を参照）は，参考文献［2］から要約した

もので，非常に単純化して一般化されたヨーロッパの震度階級の見解を提供することを意図している。 

表 2－ヨーロッパの震度階級（EMS-98） 

EMS 震度 定義 典型的な観察された影響の記載 
（要約） 

I 感じない。 感じない。 
II あまり感じない。 家で安静にしているごく僅かの人だ

けが感じる。 
III 弱く感じる。 少数の人が室内で感じる。休息中の

人は，揺れたり，軽い震えを感じる。 
IV 広く観察される。 多くの人が屋内で感じ，屋外で感じ

る人はごく僅かである。少数の人が

目覚める。窓，ドア及び食器がガタガ

タ鳴る。 
V 強く感じる。 ほとんどの人が屋内で感じ，屋外で

感じる人は少ない。多くの眠ってい

る人が目を覚ます。少数の人がおび

える。建物全体が震える。つり下げた

物が大きく揺れる。小さな物体は，動

く。ドア及び窓が開いたり閉じたり

する。 
VI 軽度の損傷 多くの人がおびえて屋外に逃げ出

す。物体が落下する。多くの家屋は，

小さな亀裂及び石こう（膏）の小片の

落下のように，僅かな非構造的な被

害を受ける。 
VII 損傷 ほとんどの人は，おびえて屋外に逃

げ出す。家具が移動し，物が棚から大

量に落下する。しっかりと建てられ

た一般的な建物の多くは，壁の小さ

なひび割れ，しっくいの落下，煙突の

一部の落下などの中程度の被害を受

けるが，古い建物は，壁の大きなひび

割れ及び埋め込み壁の破損が見られ

る場合がある。 
VIII 重度の損傷 立つのが困難であると感じる人が多

い。多くの家は，壁に大きな亀裂が入

っている。少数のしっかりと建てら

れた普通の建物は，壁に重大な破損
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が見られるが，弱い古い構造物は，崩

壊する可能性がある。 
IX 破壊的 全体的なパニック。多くの脆弱な構

造物が崩壊する。しっかりと建てら

れた普通の建物でさえ，壁の深刻な

破壊，部分的な構造的破壊など，非常

に大きな損傷が見られる。 
X 非常に破壊的 普通のよく建てられた建物の多く

は，崩壊する。 
XI 壊滅的 通常のよく建てられた建物は，ほと

んどが倒壊し，耐震設計の良いもの

でも破壊される。 
XII 完全に壊滅的 ほとんど全ての建物が破壊される。 

5.3 マグニチュードスケールの例 

モーメントマグニチュードスケール（MMS，Mw によって明示的に示される。）は，地震によってなされ

た仕事の尺度である地震モーメントに基づく，地震のマグニチュード，大きさ又は強度の尺度である。モ

ーメントマグニチュードスケール（Mw）は，地震の規模をランク付けするための権威あるマグニチュード

スケールと考えられている。カルフォルニア工科大学の地震学者，金森博雄[3]は，放射エネルギーと地震

モーメントとの近似関係を用いて，Mw を式(1)のように近似している。 

 

𝑀ௐ=
(log𝑀 − 9045)1.5   ······················································ (1) 

ここで， 

Mo ＝地震モーメントは，地震の断層によって達成される仕事の尺度であり，ニュートンメー

トル（Nm）又はジュール（J）の単位で測定される。 

地震モーメント及びモーメントマグニチュードスケールの関係のおおよその目安を，表 3 に示す。 

表 3－モーメントマグニチュードスケール  

Mw Mo 
J 

0 1.11 × 109 

1 3.51 × 1010 

2 1.11 × 1012 

3 3.51 × 1013 

4 1.11 × 1015 

5 3.51 × 1016 

6 1.11 × 1018 

7 3.51 × 1019 

8 1.11 × 1021 

9 3.51 × 1022 

10 1.11 × 1024 
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6 応答スペクトルによる地震環境の記載 

6.1 応答スペクトル 

地震環境の設計説明において，特に試験目的に一般的に受け入れられているのは，応答スペクトルの使

用である。応答スペクトルでは，地震による地盤の動きにさらされたとき，各振動子の減衰比を固定した

自由度１の一連の振動子の，時刻歴応答（変位，速度又は加速度）の最大絶対値が，非減衰固有振動数に

対してプロットされる。応答スペクトルは，解析関数ではなく，スペクトルと混同しないことに注意する。

JIS B 0153 及び ISO 18431-4[4]参照。 

実地震の加速度記録（実測時刻歴）の例を，図 1 に示す。地震加速度は，1980 年にイタリアのイルピニ

ア・バジリカータ地震時にカリトリ村で記録され，モーメントマグニチュードスケール Mw＝6.8，EMS‐
98 震度＝8 であった。 

応答スペクトルを構成するモデルを，図 2 に示す。固有振動数 fri (i =1～n)と減衰比一定の発振器の基本

振動振幅に対する時間領域応答が記録され，各振動子について絶対最大値が選ばれ，各振動子の固有振動

数に対してプロットされる。発振器の応答振幅は，減衰固有振動数で励起される時間が長くなるほど，ま

た強くなるほど大きくなる。 

6.2 地盤応答スペクトル 

地震発生地点又はその付近で地震動の時刻歴が記録されている場合，これを用いて衝撃応答スペクトル

（SRS）を設定する（図 3 を参照）。 

異なる地震から決定された代表的な数の地震応答スペクトルを用いて，場所又は地域について予想され

る地震応力を記載する。 

6.3 要求応答スペクトル 

地震応答スペクトルの上にある支配的な曲線は，地震時のある場所又は地域における地震動の限界を示

すことから，要求応答スペクトルと呼ばれる。このスペクトル（図 4）は，地震動によって励起された振動

体の固有振動数及び減衰比に対する振幅特性（変位，速度又は加速度）を与える。 

特定の場所での製品の様々な取付け構成は，その支持体（建物の構造，床，囲いなど）の挙動に従って，

様々な修正された要求応答スペクトルの使用につながる可能性がある（JIS C 60068-3-3 を参照）。試験のた

めに，地表加速度応答スペクトルを参照して，特定の取付条件に対する地震加振に対応する試験要求応答

スペクトルを導出するのが一般的な方法である。この試験で要求される応答スペクトルは、地震に耐える

能力を検証するために，製品がさらされるのが望ましい地震加振の限界を与える（ETSI EN 300 019-1-3[5]
を参照）。 

7 地震活動域の分類 

局所的な地震動を定義するためには，次項を評価する必要がある。 

－ 地震の持続時間 

－ 周波数領域における表面加速度の分布を示す応答スペクトル及びピーク地表加速度（PGA）であるゼ

ロ周期加速度 

さらに，地震の繰り返し率と震度に関する統計的に研究するのが望ましい。一般的に，50 年間で，発生
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する確率が 10 ％を超える地震強度の最大値つまり 475 年の“再現期間”に相当する値が使用される。 

地震帯地図は，国内規格及び国際規格，並びに保険会社及び研究機関が行った自然災害調査[6]，[7]で報

告されている。情報として附属書 A も参照。 

表 4 は，ピーク地表加速度の可能な値の全範囲を網羅する，限られた数の地震活動領域のクラスを示し

ている。 

表 4－地震活動域  

地震活動域  ピーク地表加速度（PGA） 

 m/s2 

0 0.01～0.2 

1 0.2～0.5 

2 0.5～1 

3 1～2 

4 2 から 20 を超える。  

 

この規格の利用者は，設置予定ゾーンの地震活動の条件をカバーするために，必要な最低のリスク分類

を選択するのが望ましい。 

機器が設置される可能性のあるゾーンの最大地震加速度の特定は，関連する国家規格及び法律の対象と

なる可能性がある。 
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図 1－イタリアのイルピニア・バジリカータ  地震の加速度記録（1980 年） 

カリトリ村 東西方向 

カリトリ村 南北方向 

カリトリ村 垂直方向 
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 記号説明 
a 基準加速度振幅 f 固有振動数 
Aa 応答加速度振幅 ki 剛性 
Di 減衰 Mi 質量 
fri 固有発振器の固有振動数 t 時間 

 

 
図 2－応答スペクトルを構成するモデル  

 

 

 

 
  

地震の時間パタン 

地盤 

Aa 
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図 3－減衰比 2 ％の場合のイルピニア地震（1980 年）（図 1）のカリトリ村の応答スペクトルの

記録  

 

 

 

減衰比 2 ％の場合のカリトリ村 東西方向 

減衰比 2 ％の場合のカリトリ村 南北方向 

減衰比 2 ％の場合のカリトリ村 垂直方向 

共振器の固有振動数（Hz） 

共振器の固有振動数（Hz） 

共振器の固有振動数（Hz） 
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記号説明 

Aa ：応答加速度振幅 
As ：応答変位振幅 
Av ：応答速度振幅 
fr ：固有振動数 
D ：減衰比 

図 4－地震動の要求応答スペクトルの例  

 

 

  

共振器の固有振動数（Hz） 
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附属書 A 
（参考） 

地震活動領域の例 

A.1 米国統一建築基準法（UBC）の分類基準 

UBC 耐震規定には，0（激しい揺れの可能性がない）から 4（最も激しい揺れの可能性がある）までの六

つの地震帯が含まれている。地震帯とピーク地表加速度（50 年間で 10 ％の確率で発生する可能性）との

対応関係を表 A.1 に示す。[6]を参照。 

表 A.1－UBC による地震活動域の定義 

地震活動域 ピーク地表加速度（PGA） 

 m/s2 

0 0.0～0.5 

1 0.5～0.75 

2A 0.75～1.5 

2B 1.5～2 

3 2～3 

4 3 から 4 を超える。  

A.2 UBC による世界の地震活動地域分類 

表 A.2 では，米国統一建築基準法（UBC）の分類規則に従った，世界の地震活動域のリストが報告され

ている。 

表 A.2－UBC による地震活動域の分類 

国・都市 地震帯 

アフガニスタン－カブール  4 

アルバニア－ティラーナ  3 

アルジェリア－アルジェ  3 

アルジェリア－オラン  3 

アンゴラ－ルアンダ  0 

アルゼンチン－ブエノスアイレス  0 

オーストラリア  －  ブリスベン  1 

オーストラリア  －  キャンベラ  1 

オーストラリア－  メルボルン  1 

オーストラリア  －  パース  1 

オーストラリア  －  シドニー  1 

オーストリア－  ザルツブルク  2A 

オーストリア－  ウィーン  2A 
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国・都市 地震帯 

アゾレス諸島  －  全て  2A 

バハマ－全て  1 

バーレーン  －  マナーマ  0 

バングラデシュ－ダッカ  3 

ベルギー－アントウェルペン  1 

ベルギー－ブリュッセル  2A 

ベリーズ－ベルモパン  2A 

ベナン－コトヌー  0 

バーミューダ  －  全て  1 

ボリビア－ラパス  3 

ボリビア  －  サンタクルス  1 

ボツワナ－ハボローネ  0 

ブラジル  －  ベレン  0 

ブラジル  －  ベロオリゾンテ  0 

ブラジル－ブラジリア  0 

ブラジル  －  マナウス  0 

ブラジル  －  ポルトアレグレ  0 

ブラジル－  レシフェ  0 

ブラジル－  リオデジャネイロ  0 

ブラジル  －  サルヴァドール  0 

ブラジル  – サンパウロ  1 

ブルネイ－バンダルスリブガワン  1 

ブルガリア－ソフィア  3 

ブルキナファソ－ワガドゥグー  0 

ビルマ－マンダレー  3 

ビルマ－  ラングーン（ミャンマー－  

ヤンゴン）  
3 

ブルンジ  －  ブジュンブラ  3 

カメルーン  －  ドゥアラ  0 

カメルーン  －  ヤウンデ  0 

カナダ  －  アルゼンチン  NAS 2A 

カナダ  －  カルガリー  1 

カナダ  －  チャーチル  0 

カナダ  －  コールドレイク  1 

カナダ－  E.ハーモン空軍基地  2A 

カナダ  －  エドモントン  1 
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国・都市 地震帯 

カナダ－  フォートウィリアムズ  0 

カナダ  －  フロビッシャー  0 

カナダ－グース空港  1 

カナダ  －  ハリファックス  1 

カナダ－  モントリオール  3 

カナダ－  オタワ  2A 

カナダ－  セント・ジョンズ  3 

カナダ－  トロント  1 

カナダ  －  バンクーバー  3 

カナダ  －  ウィニペグ  1 

パナマ運河地帯－  全て  2A 

カーボベルデ  －  プライア  0 

カロリン諸島  －  パラオ共和国・コ

ロール  
2A 

カロリン諸島  －ポナペ  0 

中央アフリカ共和国－  バンギ  0 

チャド  －  ンジャメナ  0 

チリ－サンティアゴ  4 

チリ－バルパライソ  4 

中国－北京  4 

中国－成都  3 

中国－広州  2A 

中国－南京  2A 

中国－上海  3 

中国－瀋陽  2A 

中国  －  台湾  （全て）  4 

中国－ウルムチ  4 

中国－武漢  2A 

中国－香港  2A 

コロンビア－ボゴタ  3 

コンゴ－ブラザビル  0 

コスタリカ－サンノゼ  3 

クロアチア－ザグレブ  3 

キューバ  －  全て  2A 

キプロス－ニコシア  3 

チェコ共和国－  プラハ  1 
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国・都市 地震帯 

デンマーク－コペンハーゲン  1 

ジブチ－ジブチ  3 

ドミニカ共和国－サントドミンゴ  3 

エクアドル－  グアヤキル  3 

エクアドル－キト  4 

エジプト－アレキサンドリア  2A 

エジプト－  カイロ  2A 

エジプト  －  ポートサイド  2A 

エルサルバドル－サンサルバドル  4 

赤道ギニア－マラボ  0 

エリトリア－アスマラ  3 

エチオピア－アディスアベバ  3 

フィジー－スバ  3 

フィンランド  －  ヘルシンキ  1 

フランス－ボルドー  2A 

フランス－リヨン  1 

フランス－マルセイユ  3 

フランス－ニース  3 

フランス－  パリ  0 

フランス－ストラスブール  2A 

フランス領西インド諸島－まマルテ

ィニーク  
3 

ガボン  －  リーブルビル  0 

ガンビア－バンジュール  0 

ドイツ－ベルリン  0 

ドイツ－ボン  2A 

ドイツ  －  ブレーメン  0 

ドイツ－  デュッセルドルフ  1 

ドイツ－フランクフルト  2A 

ドイツ－  ハンブルク  0 

ドイツ－ミュンヘン  1 

ドイツ－  シュトゥットガルト  2A 

ドイツ－  ファイインゲン  2A 

ガーナ－アクラ  3 

ギリシャ－アテネ  3 

ギリシャ－カバラ  4 
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国・都市 地震帯 

ギリシャ－  マクリ  4 

ギリシャ－  ロードス島  3 

ギリシャ－ソウダ湾  4 

ギリシャ－テッサロニキ  4 

グリーンランド  －  全て  1 

グレナダ－セントジョージズ  3 

グアテマラ－グアテマラ  4 

ギニアビサウ－ビサウ  1 

ギニア－コナクリ  0 

ハイチ－ポルトープランス  3 

ホンジュラス－テグシガルパ  3 

ハンガリー－ブダペスト  2A 

アイスランド－ケプラビーク  3 

アイスランド－レイキャビク  4 

インド－ムンバイ（ボンベイ）  3 

インド－カルカッタ  2A 

インド－マドラス  1 

インド  －  ニューデリー  3 

インドネシア－バンドン  4 

インドネシア－ジャカルタ  4 

インドネシア－メダン  3 

インドネシア－スラバヤ  4 

イラン－イスファハン  3 

イラン－シーラーズ  3 

イラン－タブリーズ  4 

イラン－テヘラン  4 

イラク－バグダッド  3 

イラク－バスラ  1 

アイルランド  －  ダブリン  0 

イスラエル－ハイファ  3 

イスラエル－エルサレム  3 

イスラエル  －  テルアビブ  3 

イタリア  －  アビアーノ空軍基地  3 

イタリア－ブリンディジ  0 

イタリア－フローレンス  3 

イタリア  －  ジェノヴァ  3 
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国・都市 地震帯 

イタリア－ミラノ  2A 

イタリア  －  ナポリ  3 

イタリア－パレルモ  3 

イタリア  －  ローマ  2A 

イタリア  －  シチリア  3 

イタリア  －トリエステ  3 

イタリア  －  トリノ  2A 

コートジボワール－アビジャン  0 

ジャマイカ－キングストン  3 

日本－福岡  3 

日本－  板付空軍基地  3 

日本－三沢空軍基地  3 

日本－沖縄県那覇市  4 

日本－大阪・神戸  4 

日本－札幌  3 

日本－東京  4 

日本－和歌山  3 

日本－横浜  4 

日本－横田  4 

ジョンソン島－  全て  1 

ヨルダン  －  アンマン  3 

ケニア－ナイロビ  2A 

韓国－金海  1 

韓国－光州  1 

韓国－釜山  1 

韓国－ソウル  0 

クウェート  －  クウェート  1 

ラオス－ビエンチャン  1 

レバノン－ベイルート  3 

リーワード諸島－全て  3 

レソト－マセル  2A 

リベリア－モンロビア  1 

リビア－トリポリ  2A 

リビア  －  ウィールス空軍基地  2A 

ルクセンブルク  －  ルクセンブルク  1 
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国・都市 地震帯 

マダガスカル共和国（マダガスカ

ル）－アンタナナリボ  
0 

マラウイ－ブランタイア  3 

マラウイ－リロングウェ  3 

マラウイ－ゾンバ  3 

マレーシア－クアラルンプール  1 

マリ－  バマコ  0 

マルタ－バレッタ  2A 

マリアナ諸島－グアム  3 

マリアナ諸島－サイパン  3 

マリアナ諸島－ティニアン島  3 

マーシャル諸島－全て  1 

モーリタニア－ヌアクショット  0 

モーリシャス－ポートルイス  0 

メキシコ－シウダードファレス  2A 

メキシコ－グアダラハラ  3 

メキシコ－エルモシージョ  3 

メキシコ－マタモロス  0 

メキシコ－マサトラン  2A 

メキシコ－メリダ  0 

メキシコ－  メキシコシティ  3 

メキシコ－モンテレー  0 

メキシコ  －ヌエボ・ラレド  0 

メキシコ－ティファナ  3 

モロッコ－カサブランカ  2A 

モロッコ－ケニトラ（ポートリャウ

ティ）  
1 

モロッコ－ラバト  2A 

モロッコ－タンジール  1 

モザンビーク－マプト  2A 

ネパール－カトマンズ  4 

オランダ  －  全て  0 

ニュージーランド－オークランド  3 

ニュージーランド  －  ウェリントン  4 

ニカラグア－マナグア  4 

ニジェール－ニアメ  0 

ナイジェリア－イバダン  0 
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国・都市 地震帯 

ナイジェリア－カドゥナ  0 

ナイジェリア－ラゴス  0 

ノルウェー－オスロ  2A 

オマーン－マスカット  2A 

パキスタン－イスラマバード  4 

パキスタン－カラチ  4 

パキスタン－ラホール  2A 

パキスタン－  ペシャーワル  4 

パナマ－コロン  3 

パナマ－ガレタ  2B 

パナマ－パナマ  3 

パプアニューギニア－ポートモレス

ビー  
3 

パラグアイ－アスンシオン  0 

ペルー－リマ  4 

ペルー－ピウラ  4 

フィリピン諸島－ .バギオ  3 

フィリピン諸島－ .セブ  4 

フィリピン諸島 .－マニラ  4 

ポーランド－  クラクフ  2A 

ポーランド－ポズナン  1 

ポーランド－ワルツァワ  1 

ポルトガル  －  リスボン  4 

ポルトガル  －  ポルト  3 

カタール－ドーハ  0 

ルワンダ共和国－キガリ  3 

ルーマニア－  ブカレスト  3 

ロシア－モスクワ  0 

ロシア－サンクトペテルブルク  0 

サモア－  全て  3 

サウジアラビア－アルバチン  1 

サウジアラビア－ダーラン  1 

サウジアラビア－ジェッダ  2A 

サウジアラビア  －  ハミース・ムシ

ャイト  
1 

サウジアラビア－リヤド  0 

セネガル－ダカール  0 
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国・都市 地震帯 

セイシェル－ビクトリア  0 

セルビア  －  ベオグラード  2A 

シエラレオネ－  フリータウン  0 

シンガポール－全て  1 

スロバキア－ブラチスラバ  2A 

ソマリア－モガディシュ  0 

南アフリカ－  ケープタウン  3 

南アフリカ－ダーバン  2A 

南アフリカ－ヨハネスブルグ  2A 

南アフリカ  －  ナタール  1 

南アフリカ－プレトリア  2A 

スペイン－バルセロナ  2A 

スペイン－  ビルバオ  2A 

スペイン－マドリッド  0 

スペイン－ロタ  2A 

スペイン－セビリア  2A 

スリランカ－コロンボ  0 

エスワティニ－ムババネ  2A 

スウェーデン－イェーテボリ  2A 

スウェーデン－ストックホルム  1 

スイス－ベルン  2A 

スイス－ジュネーブ  1 

スイス－チューリッヒ  2A 

シリア  －  アレッポ  3 

シリア－ダマスカス  3 

タンザニア  －  ダルエスサラーム  2A 

タンザニア－ザンジバル  2A 

タイ－バンコク  1 

タイ－チェンマイ  2A 

タイ－ソンクラー  0 

タイ－ウドーン  1 

トーゴ  －  ロメ  1 

トリニダード・トバゴ－オール  3 

チュニジア－チュニス  3 

トルコ－アダナ  2A 

トルコ－アンカラ  2A 
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国・都市 地震帯 

トルコ－イズミル  4 

トルコ－イスタンブール  4 

トルコ－  カラムルセル  3 

ウガンダ－カンパラ  2A 

ウクライナ－キエフ  0 

アラブ首長国連邦－アブダビ  0 

アラブ首長国連邦－ドバイ  0 

英国－  ベルファスト  0 

英国－  エディンバラ  1 

英国－  エドゼル  1 

英国－グラスゴー／レンフルー  1 

英国－ハミルトン  1 

英国－リバプール  1 

英国－  ロンドン  2A 

英国－ロンドンデリー  1 

英国－サーソー  1 

ウルグアイ  －  モンテビデオ  0 

ベネズエラ－カラカス  4 

ベネズエラ－マラカイボ  2A 

ベトナム－ホーチミン（サイゴン）  0 

ウェーク島－  全て  0 

イエメン  －  アデン  3 

イエメン－サナア  3 

ザイール－ブカブ  3 

ザイール－キンシャサ  0 

ザイール－ルブンバシ  2A 

ザンビア－ルサカ  2A 

ジンバブエ－ハラレ（ソールズベリ

ー）  
3 
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